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   法律実務基礎科目（民事） 問題 

 

司法試験予備試験用法文を適宜参照して、以下の各設問に答えなさい。ただし、ＸのＹに対す

る金銭債権に係る請求については検討する必要がない。 

以下の設問中に「別紙」において定義した略語を用いることがある。 

 

〔設問１〕 

別紙１【Ｘの相談内容】は、弁護士ＰがＸから受けた相談内容を記載したものである。弁護士

Ｐは、令和６年７月５日、別紙１【Ｘの相談内容】を前提に、Ｘの訴訟代理人として、Ｙに対し、

本件建物の収去及び本件土地の明渡しを求める訴訟（以下「本件訴訟」という。）を提起すること

とし、本件訴訟における訴状（以下「本件訴状」という。）を作成し、裁判所に提出した。 

これに対し、弁護士Ｑは、本件訴状の送達を受けたＹ（代表取締役Ａ）から別紙１【Ｙ（代表

取締役Ａ）の相談内容】のとおり相談を受け、Ｙの訴訟代理人として本件訴訟を追行することにし

た。 

以上を前提に、以下の各問いに答えなさい。 

⑴ 弁護士Ｐが、本件訴訟において、選択すると考えられる訴訟物を記載しなさい。 

⑵ 弁護士Ｐが、本件訴状において記載すべき請求の趣旨（民事訴訟法第１３４条第２項第２号）

を記載しなさい。なお、付随的申立てについては、考慮する必要がない。 

⑶ 弁護士Ｐが、本件訴状において記載すべき請求を理由づける事実（民事訴訟規則第５３条第１

項。以下同じ。）を記載しなさい。解答に当たっては、本件訴訟において、Ｙが、別紙１【Ｙ

（代表取締役Ａ）の相談内容】に沿って認否することを前提とすること。なお、いわゆるよっ

て書き（請求原因の最後のまとめとして、訴訟物を明示するとともに、請求の趣旨と請求原因

の記載との結びつきを明らかにするもの）は記載しないこと。 

⑷ 弁護士Ｑは、別紙１【Ｙ（代表取締役Ａ）の相談内容】（ａ）を前提に、本件訴訟の答弁書

（以下「本件答弁書」という。）を作成した。弁護士Ｑが本件答弁書において抗弁として記載

すべき具体的事実を記載しなさい。 

 

〔設問２〕 

第１回口頭弁論期日において、本件訴状及び本件答弁書が陳述され、弁護士Ｐ及び弁護士Ｑ

は、それぞれ、次回期日である第１回弁論準備手続期日までに準備書面を作成することとなった。 

⑴ 弁護士Ｐは、別紙１【Ｘの相談内容】の下線部の（ⅰ）及び（ⅱ）の各言い分について、再抗

弁として主張すべきか否かを検討している。弁護士Ｐが、上記（ⅰ）及び（ⅱ）の各言い分に

ついて、それぞれ、①再抗弁として主張すべきか否かの結論を記載するとともに、②（ａ）再

抗弁として主張すべき場合には、再抗弁を構成する具体的事実を記載し、（ｂ）再抗弁として

主張しない場合には、その理由を説明しなさい。 

⑵ 弁護士Ｑは、弁護士Ｐから再抗弁を記載した準備書面（以下「原告準備書面」という。）が提

出されたことを受けて、別紙１【Ｙ（代表取締役Ａ）の相談内容】（ｂ）を前提に、以下のよ

うな再々抗弁を記載した準備書面（以下「被告準備書面」という。）を作成した。 

（ア） Ａは、Ｘに対し、令和４年１１月９日、アンティーク腕時計（本件商品）を代金２０

０万円で売った。 

（イ） 〔        〕 

（ウ） Ａは、Ｘに対し、令和６年３月２０日、（ア）の代金債権をもって、本件延滞賃料と

対当額で相殺する旨の意思表示をした。 

①上記〔   〕に入る具体的事実を記載するとともに、②その事実を主張した理由を簡潔



ＬＥＣ・令和６年予備試験論文式試験分析会・法律実務基礎科目（民事） 

ＬＥＣ東京リーガルマインド 2 無断複製・頒布を禁じます 

に説明しなさい。 

 

〔設問３〕 

第１回弁論準備手続期日において、原告準備書面及び被告準備書面が陳述され、弁護士Ｐは、

次回期日である第２回弁論準備手続期日までに準備書面を作成することとなった。 

その後、弁護士Ｐは、Ｘから更に別紙１【Ｘからの聴取内容】のとおりの事情を聴取した。 

これを前提に、以下の各問いに答えなさい。 

⑴ 弁護士Ｐは、別紙１【Ｘからの聴取内容】を前提に、被告準備書面の再々抗弁に対し、再々々

抗弁として、以下の各事実を主張することにした。 

（あ） Ｘが、Ａに対し、令和５年３月２３日、代金２００万円とした本件商品の代金額につ

き、５０万円とするよう申し入れ、ＸとＡとの間で上記代金額につき争いがあった。 

（い） ＸとＡは、上記（あ）につき互いに譲歩し、令和５年４月１０日、本件商品の売買代

金債権総額を１００万円に減額する旨の和解をした。 

（う） 〔        〕 

①上記〔   〕に入る具体的事実を記載するとともに、②上記（あ）及び（い）の事実に

加えて、上記（う）の事実を主張すべきと考えた理由につき、和解契約の法律効果について触

れた上で、簡潔に説明しなさい。 

⑵ 第２回弁論準備手続期日において、弁護士Ｐは、上記⑴のとおり再々々抗弁を記載した準備書

面を陳述し、弁護士Ｑは、再々々抗弁事実のうち上記⑴（い）の事実（以下「本件事実」とい

う。）につき「否認する。Ｘ主張の和解合意をした事実はない。」と述べた。 

同期日において、弁護士Ｐは、本件事実を立証するため、別紙２の和解合意書（以下「本件

合意書」という。）を提出し、書証として取り調べられた。これに対し、弁護士Ｑは、本件合

意書のうちＡ作成部分の成立の真正について「否認する」との陳述をした。 

（ⅰ） 裁判所は、本件合意書のＡ作成部分の成立の真正について判断するに当たり、弁護士

Ｑにどのような事項を確認すべきか。①結論を答えた上で、②その理由を簡潔に説明し

なさい。 

（ⅱ） 弁護士Ｐは、本件事実を立証するに当たり、今後どのような訴訟活動をすることが考

えられるか。証拠構造や本証・反証の別を意識し、上記（ⅰ）で裁判所が確認した事項

に対する弁護士Ｑの回答により場合分けした上で簡潔に説明しなさい。 

 

〔設問４〕 

仮に、本件訴訟の口頭弁論が令和６年１１月５日に終結し、同年１２月３日、Ｘの請求を全部

認容する判決が言い渡され、その後、同判決が確定したとする（以下、この確定した判決を「本件

確定判決」という。）。しかし、Ｙが本件建物の収去及び本件土地の明渡しをしないため、Ｘが、

本件確定判決に基づき、強制執行の申立てをしようとしたところ、本件建物の所有権が同年１０月

１４日にＹからＺに移転していたことが判明したとする。 

この場合、①Ｘが強制執行を申し立てるに当たって、どのような不都合が生じるか、②その不

都合を防ぐために、Ｘがあらかじめ採るべきであった法的手段は何か、それぞれ簡潔に説明しなさ

い。 
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（別紙１） 

【Ｘの相談内容】 

「私は、令和２年７月１日、Ａに対し、店舗用建物を所有する目的で、私所有の土地（以下「本

件土地」という。）を、賃料月額１０万円、毎月末日に翌月分払い、期間３０年間の約束で賃貸し

ました（以下「本件賃貸借契約」という。）。 

Ａは、令和２年８月中には、本件土地上に店舗用建物（以下「本件建物」という。）を建て

て、本件建物で高級腕時計の販売を始めました。Ａは、令和５年３月１７日、本件建物の所有権を

現物出資し、時計等の販売を目的とする株式会社Ｙを設立して自ら代表取締役に就任し、同日、Ｙ

に対し、本件建物の所有権移転登記をしました。そして、Ａは、私が承諾していないにもかかわら

ず、同日、Ｙに対し、本件土地を賃貸しました（以下「本件転貸借契約」という。）。以後、Ｙが本

件建物を店舗として利用しています。私は、Ａに対し、本件転貸借契約について抗議するつもり

でしたが、同年５月１０日、Ａは脳梗塞で倒れて入院してしまい、それ以降、賃料が支払われなく

なりました。 

私は、Ａの体調が回復したことから、Ａに対し、令和６年３月７日、令和５年６月分から令和

６年３月分までの１０か月分の延滞賃料１００万円（以下「本件延滞賃料」という。）の支払を２

週間以内にするように求めましたが、Ａは支払おうとしません。 

私は、本件延滞賃料に関するＡとの話合いは諦め、Ａに対し、令和６年３月３１日到達の内容

証明郵便をもって、（ⅰ）賃料不払を理由として本件賃貸借契約を解除するとともに、（ⅱ）本件

土地の無断転貸を理由として本件賃貸借契約を解除しました。Ｙは、何ら正当な権原がなく本件建

物を所有して本件土地を占有していますので、Ｙに対し、本件建物の収去及び本件土地の明渡しを

求めたいと思います。」 

 

【Ｙ（代表取締役Ａ）の相談内容】 

「（ａ）Ｘは、令和２年７月１日、私（Ａ）に対し、店舗用建物を所有する目的で、本件土地を

賃料月額１０万円、毎月末日に翌月分払い、期間３０年間の約束で賃貸して（本件賃貸借契約）、

これに基づいて本件土地を引き渡しました。その後、私（Ａ）は、令和２年８月に本件土地上に本

件建物を建て、同所で腕時計販売店を経営していましたが、令和５年３月１７日、本件建物の所有

権を現物出資して、時計等の販売を目的とする当社（Ｙ）を設立するとともに、同日、当社（Ｙ）

に対し、賃貸期間の定めなく、賃料月額１０万円で本件土地を賃貸し（本件転貸借契約）、これに

基づいて本件土地を引き渡しました。しかし、Ｘは、令和６年３月３１日到達の内容証明郵便で本

件賃貸借契約を解除すると伝えてきました。Ｘは、本件賃貸借契約の解除の理由として、私（Ａ）

から当社（Ｙ）への本件土地の無断転貸を挙げていますが、個人で腕時計販売店をしていた私

（Ａ）が、全額を出資し、腕時計販売を目的とする当社（Ｙ）を設立して、自ら代表取締役に就任

したものであり、当社（Ｙ）には他の役員や従業員はおらず、本件建物は引き続き腕時計販売店と

して使用し、私（Ａ）一人で営業に当たっていたのですから、Ｘには何も迷惑をかけていません。

Ｘが本件土地を所有していることや、当社（Ｙ）が本件建物を所有していることは事実ですが、上

記の解除の主張は不当であり、当社（Ｙ）はＸに本件土地を明け渡す義務はないと思います。 

（ｂ）また、私（Ａ）は、Ｘに対し、令和４年１１月９日、アンティーク腕時計（以下「本件商

品」という。）を代金２００万円とし、うち１００万円を契約日に支払い、残りの１００万円は令

和５年５月９日限り私（Ａ）の口座に振り込んで支払う約束で売り、契約日に本件商品を引き渡し

ました。しかし、Ｘは契約日に１００万円を支払ったものの、残りの代金１００万円の支払がなか

ったため、私（Ａ）は、Ｘに対し、令和６年３月２０日、この未払代金１００万円と本件延滞賃料

とを対当額で相殺する旨を電話で伝えました。」 
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【Ｘからの聴取内容】 

「Ｙが主張するとおり、私は、Ａから、令和４年１１月９日、本件商品を代金２００万円で購入

し、代金のうち１００万円をその日に支払いました。しかし、私は、本件商品を製造から５０年以

上が経過したアンティーク商品だと思って２００万円で購入したのですが、令和５年３月２０日

頃、製造年代がＡの説明とは異なっており、実際には５０万円程度の価値しかないことを知ったの

です。そのため、私は、Ａにだまされたと思い、同月２３日、Ａに本件商品の代金額を５０万円に

するよう申し入れました。これに対し、Ａは当初、本件商品の代金額は２００万円が相当だと言っ

ていましたが、その後、話し合った結果、同年４月１０日、Ａとの間で、「本件商品の売買代金債

権総額を１００万円に減額する」との内容で和解しています（以下「本件和解」という。）。その

後、Ａは、令和６年３月２０日になって、本件商品の未払代金が残っていることを前提に本件延滞

賃料と相殺する旨を伝えてきたのですが、上記のとおり既に本件和解が成立している以上、相殺に

は理由がありません。 

なお、本件和解については、私がＡとの間で和解が成立した令和５年４月１０日の当日に作成し

た和解合意書（本件合意書）が存在します。」 
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（別紙２） 

（注） 斜体部分は手書きである。 

 

和解合意書 

 

１ 甲（Ａ）が、令和４年１１月９日、乙（Ｘ）に対して、２００万円で売却した

アンティーク腕時計について、その売買代金額に争いが生じたが、甲と乙は、互

いに譲歩した結果、本日、上記腕時計の売買代金債権総額を１００万円とするこ

とで合意した。 

２ なお、乙は、甲に対し、令和４年１１月９日、上記腕時計の代金として、１０

０万円を支払済みである。 

 

（以下略） 

 

令和５年４月１０日 

 

 甲（売主）       Ａ 

 乙（買主）       Ｘ    Ｘ印 
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― ＭＥＭＯ ― 
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法律実務基礎科目（民事） 解答のポイント 
 

１ 設問１⑴～⑷までは通りの問題である。ＸはＹとの間に契約関係がないため、賃貸借契約の終了で

はなく所有権に基づく請求を考えることになる。所有権に基づく返還請求権としての土地明渡請求権

の問題である 

２ 設問２⑴では、賃貸借契約に関し、債務不履行を理由とした解除と無断転貸を理由とした解除につ

いて問われている。 

  設問２⑵は、いわゆるせりあがりについての出題である。要件事実に関する基本的な知識が問われ

ているといえる。 

３ 設問３⑴は、和解契約に関する出題であり、要件事実の基本書などであまり触れられる部分ではな

いため、面食らった受験生も多いと思うが、民法の問題を解く意識で問題文にあたれば、たどり着く

ことは不可能ではないと思われる。例年いわれていることだが、民事実務基礎の論文は、要件事実を

意識するだけでなく、民法、民事訴訟法的思考も必要となる。 

  和解の効力を前提に、相手方の相殺の主張との関係を考え、解答することが求められている。 

  設問３⑵は、処分証書に関する成立の真正について出題されている。問題文にある通り、本件和解

契約書のＡ作成部分に関し、争いが生じていることを念頭に解答することが求められている。民事訴

訟法２２８条４項に関する理解が問われているといえよう。 

４ 設問４は、口頭弁論終結前の承継人が生じた場合、どのような不都合が生じるか、また、そのよう

な不都合が生じないようにするために、いかなる民事保全法上の手段が考えられるか、を問うている。 

  保全や判決効の及ぶ範囲に関する基本的な知識を問うものである。 
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法律実務基礎科目（民事） 解答例 

 解答例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

設問１小問⑴ 

所有権に基づく返還請求権としての土地明渡請求権 １個 

設問１小問⑵ 

被告は、原告に対し、本件建物を収去して本件土地を明け渡せ。 

設問１小問⑶ 

１ Ｘは、本件土地を所有している。 

２ Ｙは、本件土地上に本件建物を所有して同土地を占有している。 

設問１小問⑷ 

（あ）Ｘは、令和２年７月１日、Ａに対し、本件土地を賃料月額１０

万円の約定で賃貸した。 

（い）Ｘは、令和２年７月１日、Ａに対し、本件賃貸借契約に基づき、

本件土地を引き渡した。 

（う）Ａは、令和５年３月１７日、Ｙに対し、本件土地を賃料月額１

０万円の約定で賃貸した。 

（え）Ａは、令和５年３月１７日、Ｙに対し、本件転貸借契約に基づ

き、本件土地を引き渡した。 

（お）Ｙは、Ａが全額出資して設立した会社であり、Ａがその代表取

締役に就任しているため、ＡとＹは実質的に同一の主体である。 

（か）本件賃貸借契約は店舗用建物を所有する目的でなされている

ところ、本件土地上の本件建物は引き続き腕時計販売店として

使用され、Ｙには他の役員や従業員はおらず、Ａ一人で営業に当

たっていたことから、使用・収益状態に実質的な変更はない。 

 

設問２小問⑴ 

１ （ｉ）について 

① 再抗弁として主張すべきである。 

②（あ）Ａは、Ｘとの間で、賃料の支払いを毎月末日に翌月払いと

する旨、合意した。 

（い）令和５年６月から令和６年３月までの各末日は経過した。 

（う）Ｘは、令和６年３月７日、Ａに対し、（い）の期間の賃料

の支払を催告し、令和６年３月２１日は経過した。 

（え）Ｘは、令和６年３月３１日、Ｙに対し、本件賃貸借契約を

解除する旨の意思表示をした。 

２ （ⅱ）について 

① 再抗弁として主張すべきではない。 

② 再抗弁とは、抗弁事実と両立し、抗弁事実から生じる法律効果

を障害、消滅、阻止する効果を有する事実の主張のことをいう。 

  再抗弁は抗弁事実が全て認められることを前提としてなされ

るものであり、無断転貸につきＡの非背信性が認められる場合に

は、無断転貸を理由とする解除をすることができない。よって、

Ｙの抗弁により解除権の発生が障害されている以上、無断転貸を

理由に解除した旨のＸの（ⅱ）の言い分は再抗弁とならない。 

設問２小問⑵ 

① Ｘは、令和４年１１月９日、Ａに対し、（ア）の売買契約に基づ

き、本件商品を引き渡した。 
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② 同時履行の抗弁権が自働債権に付着しているににもかかわらず、

弁済を強制する相殺を行うことは許されない。同時履行の抗弁権の

存在効果によって、双務契約に基づく債権債務関係があり、同時履

行（民法５３３条本文）の関係に立っているという事実が分かれ

ば、同時履行の抗弁権が否定されない限り、相殺が禁止される。

（ア）の売買契約に基づく自己の債務（目的物を引渡す義務）を履

行し、相手方の同時履行の抗弁権を否定する必要があるため、①の

事実を主張した。 

設問３小問⑴ 

① Ｘは、Ａに対し、令和４年１１月９日、（い）の債務の履行とし

て、１００万円を支払った。 

② 和解の確定効（民法６９６条）により、ＸＡ間の売買契約に基づ

く代金債務は１００万円の範囲に限定される。（う）の事実を主張

することで、当該債務の弁済がなされたことを主張できる。これに

より、ＡのＸに対する代金債権（相殺に供した自働債権）が相殺の

意思表示の前の時点で消滅しており、相殺が不成立になる。 

設問３小問⑵ （ｉ） 

① Ａの署名について、（ア）Ａ自身の署名であることを争うのか、

（イ）Ａ自身の署名であることを争わないが民事訴訟法（以下、法

という。）２２８条４項の推定を覆すのかを確認すべきである。 

② 文書の成立の真正を争う場合、法２２８条４項の要件である署

名が存在することを争うのか、同項の推定が及ぶことを認めたうえ

で、推定を破るための反証を行うのか、明らかにすべきである。 

設問３小問⑵ （ⅱ） 

  処分証書とは意思表示その他の法律行為が文書によってされた

場合のその文書をいう。 

  和解合意書は本件事実を示す直接証拠である。また、処分証書の

外観を有する文書であり、かつ、類型的信用文書である。成立の真

正が認められれば、特段の事情が認められない場合、処分証書と認

められ、記載された内容通りの法律行為を認定することができる。 

  本件では、成立の真正が認められれば、特段の事情がない以上、

記載された内容通りの和解契約を認定することができる。 

  上記（ア）の場合、原告に挙証責任がある以上、Ａ自身の署名で

あることを本証の形で立証する必要があり、筆跡の対照等によりＡ

の署名であることを証明する活動を行う。 

  上記（イ）の場合、反証として、変造等の主張をし、Ａが作成し

たことにつき真偽不明の状態にすれば足りる。一方で、Ｐとして

は、Ｑのかかる反証の試みを妨害することが考えられる。 

設問４ 

① 本件訴訟の口頭弁論終結時前に本件建物の所有権はＹからＺに

移転しており、ＸはＺに対して別訴提起するなどして新たに債務名

義を取得しない限りＺに対する強制執行を行うことはできない。 

② Ｘは、土地明渡請求権を保全するため、建物処分禁止の仮処分

（民事保全法５５条）の申立てをすべきであった。    以 上 

以 上 
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   法律実務基礎科目（刑事） 問題 

 

次の【事例】を読んで、後記〔設問〕に答えなさい。 

 

【事例】 

１ Ａ（２５歳）は、甲県乙市内に住む友人Ｘ及び乙市の西約３０キロメートルにある離島の丙島

に住む友人Ｙを訪ねようと考え、令和６年２月１日、Ｘ及びＹに電話をかけ、Ｙに対しては同

月３日、Ｘに対しては同月５日に遊びに行く旨伝えた。Ａは、同月３日午前１０時頃、丙島へ

の唯一の交通手段である旅客車両用フェリー（以下「本件フェリー」という。）で乙市を出発

して丙島に渡り、同日午後１時頃、Ｔレンタカー丙営業所において、車種を指定して普通乗用

自動車１台（登録番号：Ｎ３００わ７７７７。以下「本件車両」という。）を「返却期限は同

月４日午後５時、返却場所は同営業所」の契約で借り受けた。その際、Ａは、同営業所従業員

Ｖから、レンタカー料金３万円は前払いである旨告げられたが、後払いにしてほしい旨懇願

し、Ｖは渋々それを受け入れ、契約書にその旨記載した。 

Ａは、同月３日午後２時頃、本件車両を運転してＹ方に赴き、Ｙと丙島内を観光するなどし

た後、同月４日午後４時頃、Ｙを同人方に送り届け、Ｙと別れた。Ａは、その後も本件車両を

使用し、返却期限である同日午後５時を過ぎても本件車両を返却しなかった。Ｖは、返却期限

になってもＡが本件車両を返却しに来ないので、同日午後６時頃、Ａの携帯電話に電話をかけ

た。Ａは、その電話で「これから返しに行く。」などと言ったが、Ｖから現在地等を尋ねられ

ても何も答えず、一方的に電話を切った。その後、ＶはＡに何度も電話をかけたが、Ａは電話

に出なかった。Ａは、同日午後６時４５分頃、本件車両とともに乙市行きの本件フェリーに乗

り込み、同フェリーは同日午後７時に出港した。 

２ Ａは、同月５日午前１０時頃、本件車両を運転して乙市内のＸ方を訪ね、一緒に観光しようと

誘った。ＸがＡに「この車どうしたんだ。」と聞くと、ＡはＸに「丙島のレンタカー屋で借り

た。もう期限過ぎてるけどね。」と言った。ＸはＡに「返さないとだめだよ。そんな車で遊び

になんか行けないよ。」と言ってＡの誘いを断ったため、Ａは、一人で乙市内を観光するなど

していた。Ｖは、同日午後１時頃、Ａに電話をかけ、応答したＡに居場所を尋ねたところ、Ａ

は「今、丙島にいる。もう少しで営業所に着く。」などと言って一方的に電話を切り、乙市内

の観光を続けた。Ｖは、その後も繰り返しＡに電話をかけたが、Ａが一切電話に出なかったた

め、同月７日、本件車両をだまし取られたとして丙警察署に被害届を提出した。丙警察署の司

法警察員は、詐欺の被疑事実（その要旨は別紙のとおり）で丙簡易裁判所裁判官にＡに対する

逮捕状を請求し、同月９日、同裁判官から同事実での逮捕状の発付を受けた。 

Ａは、同月１０日午後５時頃、本件車両を運転中、乙市内の公道上でガードレールに衝突す

る事故を起こした。その際、Ａは、運転席側窓ガラスに頭をぶつけて負傷し、本件車両を放置

してその場から逃げ去った。当該事故の目撃者Ｗが警察に１１０番通報し、司法警察員Ｋらが

臨場した。Ｋらは、当該事故車両のナンバーから、詐欺の被害届が出されている本件車両であ

ると把握し、①令状の発付を受けずに、本件車両が放置された現場の写真撮影及び本件車両内

の証拠品の押収等を行った。その結果、本件車両内から、同月３日午前１０時乙市発丙島行き

及び同月４日午後７時丙島発乙市行きの本件フェリーの乗客用チケットの各半券並びに同月４

日午後７時丙島発乙市行きの本件フェリーの車両用チケットの半券を押収したほか、運転席側

窓ガラスに付着した血痕を採取した。同時に、Ｋらは、目撃者Ｗから聴取した運転者の逃走方

向へ向かったところ、頭部から出血しているＡを現場付近で発見した。Ｋらは、人定事項を確

認の上、同月１０日、Ａを詐欺罪により通常逮捕した。Ａの逮捕時の所持金は５万円であっ

た。Ａは、逮捕後のＫによる弁解録取手続において「レンタカーをだまし取っていない。同月
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４日にＶから電話を受けた時、１週間延長してくれと言って承諾してもらった。」などと供述

した。Ｋは、本件車両内から採取した血痕のＤＮＡ型がＡのものであるか否かを判別するた

め、Ａに対し口腔内細胞の提出を求めたが、Ａがそれを拒んだことから、②令状の発付を受け

た上、医師がＡの腕に注射針を挿入して血液を採取した。 

３ 同月１２日、Ａは、詐欺の送致事実（その要旨は別紙に同じ）により甲地方検察庁検察官Ｐに

送致された。Ａは、Ｐによる弁解録取手続においてもＫによる弁解録取手続時と同様の供述を

し、所要の手続を経て、同日中に勾留された。 

③検察官Ｐは、司法警察員Ｋに対し、本件車両内で発見された本件フェリーのチケットの各

半券について、購入日時・場所を解明するよう補充捜査の指示をした。捜査の結果、同月３日

午前１０時乙市発丙島行き及び同月４日午後７時丙島発乙市行きの乗客用チケットは同月２日

午後３時頃Ａがインターネットで予約購入し、その後窓口で発券されていたのに対し、同月４

日午後７時丙島発乙市行きの車両用チケットについては、同月４日午後６時３０分頃、Ａが丙

島フェリー乗り場の窓口で直接購入し発券されていたことが判明した。 

また、検察官Ｐは、同月１４日にＸの事情聴取を行った。Ｘは、同月１日にＡから遊びに行

くという電話があったことや同月５日にＡがＸ方に来た際に前記２記載のやり取りがあったこ

とを供述した。Ｘは、そのほか、同月１日のＡとの電話で、同月５日に乙駅構内で待ち合わせ

て遊びに行くと約束したこと、同月５日にＸ方を訪れた際にＡは「昔から欲しかった車種だっ

た。ナンバーも覚えやすいだろ。」などと言っていたこと、その車のナンバーがＮ３００わ７

７７７という同じ数字が並んだものだったのでよく覚えていることなどを供述したため、Ｐ

は、その旨の同月１４日付け検察官面前調書を作成し、Ｘはこれに署名押印した。 

検察官Ｐは、その他所要の捜査を遂げ、詐欺の被疑事実で送致されたＡについて、同月２１

日、④単純横領の罪で公判請求した。Ｐは、単純横領罪の成立時期について、⑤㋐同月４日午

後５時頃、㋑同月４日午後６時頃、㋒同月４日午後６時４５分頃をそれぞれ検討したが、検討

の結果、㋒同月４日午後６時４５分頃とすることにした。 

４ Ａは、同年３月１８日の第１回公判期日の冒頭手続において、同年２月４日にＶから電話を受

けた際、本件車両の返却期限の延長を了承してもらったので、横領していないと主張し、Ａの

弁護人Ｂも、Ａの無罪を主張した。また、検察官Ｐが同月５日にＸ方を訪れた際のＡの言動等

を立証するために証拠請求したＸの検察官面前調書をＢが不同意としたため、Ｐは、Ｘの証人

尋問を請求し、裁判官ＪはＸを証人として採用した。Ｘは、同年４月１５日の第２回公判期日

において「令和６年２月１日にＡから電話があったかどうか、同月５日にＡが私の家に来たか

どうか、いずれももう何か月も前のことなので覚えていない。Ａは、地元の中学校の同級生

で、いつも怖い先輩たちとつるんでいた。今日傍聴席にいる人たちも、Ａが昔からつるんでい

た先輩たちだと思う。」などと証言し、現に法廷の傍聴席には、Ａと同年代の男性が約１０名

おり、Ａと目配せをしたり、Ｘの証言中に咳払いをしたりしていた。Ｐは、Ｘの記憶喚起を試

みたが、Ｘの証言内容は変わらなかったため、Ｘの同年２月１４日付け検察官面前調書の証拠

採用を求め、⑥Ｊは同調書を証拠として採用した。 

 

〔設問１〕 

⑴ 下線部①につき、司法警察員Ｋらが、本件車両が放置された現場の写真撮影、本件車両内

の本件フェリーのチケットの各半券の押収を、令状の発付を受けずに行うことができる理由

を答えなさい。 

⑵ 下線部②につき、司法警察員Ｋが発付を受けた令状の種類及びその令状が必要であると考

えた理由を答えなさい。 

 



ＬＥＣ・令和６年予備試験論文式試験分析会・法律実務基礎科目（刑事） 

ＬＥＣ東京リーガルマインド 12 無断複製・頒布を禁じます 

〔設問２〕 

⑴ 検察官Ｐが下線部③の指示をした理由を答えなさい。 

⑵ 下線部④につき、検察官Ｐが送致事実である詐欺ではなく単純横領の罪でＡを公判請求した理由

について、詐欺罪の成立に積極的に働く事実、消極的に働く事実の双方を挙げつつ答えなさい。 

⑶ 下線部⑤につき、検察官Ｐが単純横領の成立時期について㋐、㋑及び㋒を検討した理由並びに

㋐、㋑ではなく㋒と結論付けた理由を答えなさい。 

 

〔設問３〕 

下線部⑥につき、裁判官ＪがＸの検察官面前調書の採否を決定するに当たって考慮した具体的事

実を、条文上の根拠と併せて答えなさい。 

 

〔設問４〕 

弁護人Ｂが、公判請求後にＡと接見した際 

⑴ 「起訴された事実は間違いないが、無罪主張をしてほしい。」とＡから言われ、無罪を主

張すること 

⑵ 「Ｙに『ＡがＶとの電話で、返却期限の延長を了承してもらっているのをレンタカーの助

手席で聞いていた。』といううその証言をさせてほしい。」とＡから言われ、Ｙを証人請求

すること 

について、それぞれ弁護士倫理上問題はあるか、司法試験予備試験用法文中の弁護士職務基本規

程を適宜参照し、根拠条文と併せて答えなさい。 
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【別紙】 ※具体的な犯行場所や被害品時価等は省略 

 

被疑事実の要旨 

 

被疑者は、車両借受け名目で車両をだまし取ろうと考え、令和６年２月３日午後１時頃、Ｔレン

タカー丙営業所において、同営業所従業員Ｖに対し、真実は、レンタカーとして借り受けた車両を返

却する意思がないのに、これがあるように装って車両の借受けを申し込み、同人をして借受期間経過

後直ちに同車両が返却されるものと誤信させ、よって、その頃、同所において、同人から同人管理に

係る普通乗用自動車１台（Ｎ３００わ７７７７）の交付を受け、もって人を欺いて財物を交付させた

ものである。 
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法律実務基礎科目（刑事） 解答のポイント 
 

設問１（１）では、領置に関する条文や押収品についての必要な処分についての条文を摘示する

ことが求められる。 

設問１（２）では、医師がＡの腕に注射針を挿入して血液を採取したことについて、考えられる

令状の種類と血液の採取との関係でそれらの令状が有する不都合を指摘しながら、どのような令状

に令状を発付するのがふさわしいのかを検討する必要がある。 

設問２（１）では、検察官の補充捜査の理由について、判明した事実を踏まえながら説明する必

要がある。 

設問２（２）では、送致事実である詐欺罪について積極的に働く事実及び消極的に働く事実を挙

げながら、特に、車両用チケットだけを令和６年２月４日午後６時３０分に購入していることから、

単純横領罪で公判請求した理由について説明することが求められている。 

設問２（３）では、横領罪の構成要件を踏まえ、横領罪の成立時期について、設問㋒の時点と結

論付けた理由について説明する必要がある。 

設問３では、検察官面前調書についての伝聞例外の根拠として、３２１条１項２号を指摘し、具

体的事情の下、どのように証拠採否の決定がなされたかを検討する必要がある。その際には、Ｘが

令和６年２月１４日にＰから事情聴取を受けた際にした供述内容につき、同年３月１８日の公判廷

では覚えていないと供述したことや傍聴席にＡと同年代の１０名の男性がいたことおよびそれらに

対するＸの供述等を指摘する必要がある。 

設問４（１）では、誠実義務（弁護士職務倫理規程５条）と真実義務が対立しうる場面で、どの

ような問題が生じるのかを明らかにする必要がある。 

設問４（２）では、弁護士職務倫理規程７５条に違反するおそれがあることを示す必要がある。 
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法律実務基礎科目（刑事） 解答例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１ 設問１（１） 

Ａは本件車両を放置し、その場から逃げ去っているので、本件車両内の証

拠品は、「被疑者」Ａが本件車両内に「遺留した」証拠品の当たり、領置（刑

訴法２２１条）として押収することができる。 

 本件車両が放置された現場については、捜査の適法性の担保や、証拠価値

の保存等のために、領置に付随する処分として、または、押収物についての

必要な処分（同法２２２条１項、１１１条２項）として、写真撮影を行うこ

とができる。 

第２ 設問１小問（２） 

１ 令状の種類 

  身体検査令状（２２５条３項、１６８条３項）と鑑定処分許可状（２２５

状３項４項、１６８条２項）の併用である。 

２ その令状が必要であると考えた理由 

  血液は、生体の維持に不可欠の構成要素であるため、差押えにはなじまな

い。そして、採血は、身体への侵入を伴うもので、医師等の手によるべき性

質を有するから、身体検査令状のみによることもできない。また、直接強制

の規定がないため、鑑定処分許可状のみによることもできない。そこで、身

体検査令状と鑑定処分許可状の併用が必要であると考えたものである。 

第２ 設問２ 

１ 小問⑴ 

丙島内に所在するＴレンタカー丙営業所への、本件車両の返却期限が令和

６年２月４日の午後５時であるのに対して、丙島から乙市への本件フェリー

 

 

の出航が同日午後７時であるので、下線部③の指示により、車両用チケット

の購入時期・場所がわかることで、契約時から返却の意思がなかったのかど

うかが、明らかになるためである。 

２ 小問⑵ 

ＸがⅤからの２度の返却の督促の電話に対し、返しに行く旨を伝えながら

一方的に電話を切り、自身の所在地を教えなかったことや、Ａに対して、本

件車両について、「丙島のレンタカー屋で借りた。もう期限過ぎてるけどね。」

と言ったことなどは、本件送致事実記載の実行行為時に、本件車両を返却す

る意思がないのにこれを返すと（黙示的に）告げて重要な事実を欺き、本件

車両の交付を受ける故意があったことを推認させるため、本件送致事実であ

る詐欺の成立に積極的に働く事実である。 

一方で、本件フェリーの車両用チケットを購入した時期が、実行行為時よ

りも後の同月４日午後６時３０分頃であるのに対し、乗客用のチケットは実

行行為時より前に購入されていたことは、実行行為時においては、本件車両

とともに本件フェリーに乗船する意思がなく、本件車両を返却する意思があ

ったことを推認させるため、消極方向に働く事実である。この事実からすれ

ば、積極的に働く上記事実を踏まえても、当初は、返却する意思があった可

能性が高く、同事実の、詐欺の故意への推認力は現在され、詐欺罪の成立が

認められない可能性が高い。本件車両の交付を受けたのちに、本件車両を領

得する意思が生じた可能性が高いといえ、構成要件として占有移転を要しな

い単純横領罪で公判請求したのだと考えられる。 

３ 小問⑶ 
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  横領とは、不法領得の意思を発現する行為であり、不法領得の意思とは、

他人の物の占有者が委託の任務に背いてその物につき権限がないのに、所有

者でなければできないような処分をする意思である。レンタカーの返却期限

を過ぎているだけでは、後で返却して、延長料金を支払う可能性もあり、㋐

の時点では横領が認められず、㋑の時点では、一方的に電話を切ってはいる

ものの、「これから返しに行く。」と述べているため、同様に横領が認定でき

ない。一方で、㋒の時点においては、「これから返しに行く。」と言っていた

のに、本件フェリーに乗って、返却場所である同営業所から離れており、こ

れは、本件車両の返却を免れようとする行為であると評価でき、所有者でな

ければできないような処分をする意思が発現しているといえ、横領が認めら

れる 

第３ 設問３ 

 １ 条文上の根拠は、３２１条１項２号である。 

 ２ 供述不能要件（３２１条１項２号本文前段）は例示列挙であり、それら

に準じた事由も含まれるところ、本件では、Xが「覚えていない」と供述して、

証言内容を変えなかったに過ぎないから供述不能要件に準じた事由は認めら

れない。 

  しかし、ＸがＰの事情聴取時点では、令和６年２月１日にＡから電話があ

ったこと、同月５日Ｘ方を訪れたＡが「昔から欲しかった車種だった。ナン

バーも覚えやすいだろ。」といっていたことや車のナンバーがＮ３００わ７７

７７という同じ数字が並んだものでよく覚えていることなどついて供述して

いたが、尋問ではそれらについて「覚えていない」と証言しており、「実質的

に異なつた供述」（３２１条１項２号本文後段）がある。また、Ｘは尋問で、

「Ａは、地元の中学校の同級生で、いつも怖い先輩たちとつるんでいた。経

傍聴席にいる人たちも、Ａが昔からつるんでいた先輩たちだと思う。」と証言

しているところ、実際に傍聴席にＡと同年代の男性が１０名おり、Ｘの証言

中に咳払いしているため、Ｘが公判廷でＡに不利益な証言をすることが著し

く阻害されるおそれの高い外部的付随事情があり、「公判期日における供述よ

りも前の供述を信用すべき特別の情況」（３２１条１項２号ただし書き）があ

るといえる。したがって、３２１条１項２号の要件を満たす。 

第４ 設問４ 

１ 小問⑴ 

  弁護人は、誠実義務（弁護士倫理規程５条）を負っており、被告人の意思

に反する弁護活動は同義務に反する。一方で、弁護人は、真実義務を負って

いるが、積極的真実義務ではなく消極的真実義務であるため、有罪の立証が

されるまでは有罪とされないという被告人の正当な利益を擁護すべきである。 

  本件で、ＢはまずＡに有罪であることを認めるように勧め、それでも翻意

しない場合は、無罪主張の弁護活動を行うことになる。このときに、Ｘの意

思に反し、有罪を前提とした弁護活動をした場合には、誠実義務に反すると

いう倫理上の問題が生じる。 

２ 小問⑵ 

  弁護士であるBがYにうその証言をするように働きかけた場合には、「偽証若

しくは虚偽の陳述をそそのか」す行為であるから、弁護士職務規程７５条に

反するという倫理上の問題が生じる。              以 上 
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